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はじめに  
正確には、大阪地方裁判所における2007年9月現在の、憲法上の「知  
る権利」の現在地である。本稿では、次の2つの事例を扱う。  
A 大阪地判平成19年8月30日（平成19（行り）83、行政文書不開示決  
定処分取消等請求事件）  
B 大阪地判平成19年9月28日（平成17（ワ）6678、損害賠償請求事  
件）（1）   
Aは、政治資金規正法が定める特例に基づき、総務大臣が、政治団体  
の収支報告書の開示請求に対する処分をしなかったことが、違法ではな  
いとされた事例である。ここでは、積極的情報収集権としての知る権利  
が問題とされている。一方、Bは、法務大臣訓令等の規定に基づき、未  
決拘禁者が希望した新聞紙の購読を、拘置所長が許可しなかったことは、  
違憲、違法ではないとされた事例である。ここでは、消極的情報収集権  
としての知る権利の制約が問題とされている†2）。  
（1）AB共に、裁判所ウェブサイト（http：／／www．courts．go．jp／）参照。   
A：http：／／www，COurtS．gO．jp／hanrei／pdf／20070928174907．pdf  
B：http：／／www．courts，gO．jp／hanrei／pdf／20071015130831，pdf  
（2）積極的／消極的という用語法は、佐藤幸治『憲法〔第3版〕』（青林書院、  
1995）516頁に従う。なお、A判決は、「知る権利」の「能動的権利の側面」と  
「自由権の側面」という区別を用いている。  
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以下、それぞれの事例について、事実と判決の紹介、及びコメントを  
行い、最後に簡単にまとめることとする。   
A事件：積極的情報収集権としての知る権利   
事実   
原告らは、それぞれ平成19（2007）年4月から5月にかけて、行政機  
関の保有する情報の公開に関する法律（以下「情報公開法」）3条、4  
条1項に基づき、資金管理団体「松岡利勝新世紀懇話会」が政治資金規  
正法に従って提出した平成18（2006）年分の収支報告書（以下「本件報  
告書」）の開示を請求した。   
この請求に対し、総務省自治行政局選挙部政治資金課の担当者らは、  
政治資金規正法20条の3第1項の規定により、同法20条1項で規定する  
収支報告書の要旨公表前は、開示決定が出来ないことを伝えた（以下  
「本件連絡」。この連絡は、原告らの求めに応じ、文書によっても行われ  
ている）。   
これに対し、原告らは、平成19年5月11日、本件訴えを提起した。論  
点は複数あるが、議論の中心は、本件開示請求に対し何らの処分をしな  
い総務大臣の不作為は違法であるとの原告の主張にあった。   
ただ、総務省の担当者が行った本件連絡は、政治資金規正法の規定に  
従って行われたものである。法律の規定に従った、総務省担当者の行動  
のどこに違法性があるというのだろうか。これについて、原告らは、根  
拠とされる法律の規定が憲法に違反していると主張している。違憲の法  
律の規定に従った行為は違法である、と。   
政治資金規正法によると、政治団体の収支報告書は、3月末までに都  
道府県の選挙管理委員会または総務大臣に提出され、9月30日までに、  
その要旨が総務大臣等によって公表される（12条1項、20条1項）。総  
務大臣等に提出された収支報告書は、行政機関の保有する情報というこ  
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とになるが、政治資金規正法は情報公開法の特例を定めている。すなわ  
ち、総務大臣等による収支報告書の要旨の公表前は、情報公開法9条1  
項の開示決定を行わず（20条の3第1項）、開示請求に対する開示・不  
開示の決定は、要旨の公表後に行われる（同第2項）。   
なお、政治資金規正法20条1項に定める要旨の公表期限と、20条の3  
の情報公開法の特例は、平成18年の改正（第165回国会）によって付け  
加えられた（以下「本件改正」）。すなわち、本件改正によって、開示時  
期が遅らせられたのである。原告らの主張の中心は、この改正が、憲法  
上の知る権利を侵害し、あるいは不当に制限するから違法である、とい  
う点にある（3）。総務省担当者は、改正法の規定に従って行動した点に争  
いはない。したがって、原告の請求が認められるか否かは、主に本件改  
正が違憲かどうかにかかっていた。  
判決   
大阪地裁第7民事部（廣谷章雄裁判長裁判官、森鍵一裁判官、森永亜  
湖裁判官）は、以下のように述べ、原告らの主張を斥けた。   
「『知る権利』は、憲法21条の派生原理として導かれる」。しかし、  
「『知る権利』のうち、能動的権利としての側面である行政機関に対する  
（3）原告のうちの1人は、本件開示請求の1年前の平成18年4月（本件改正前）、   
別の政治団体の平成17年収支報告書の開示請求を行っている。そして、この請   
求に対して不開示決定がなされ、取消訴訟の提起、認容判決（1審）、不開示   
決定の自庁取消し、却下（2審。現段階において開示決定がされたことを理由   
とする）という流れがあった。大阪地判平成18年8月10日判例タイムズ1218号   
236貢。井上禎男「政治資金規正法第31条所定の審査終了前の特定政治団体の   
収支報告書」季報・情報公開個人情報保護24号26頁（2007）（なお、平成17年   
収支報告書の開示に関わる訴訟の第1審認容判決を下した裁判官のうち2名  
（廉谷、森）は、本件判決にも加わっている）。   
平成17年収支報告書については不開示の処分がなされたが、平成18年の報告   
書については連絡のみである。つまり、本件改正によって、同時期同内容の開   
示請求に対する取り扱いが変わったということになる。  
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情報公開請求権は、自由権の側面としての『知る権利（自由）』とは異  
なり、憲法上一定の具体的内容の権利として保障されていると解釈する  
ことはできず、それ自体は、一般的抽象的な権利にとどまり、法律や条  
例による制度化を待って初めて具体的な権利になる」。そして、「情報公  
開法や情報公開条例によって認められた具体的公開請求権は、そのまま  
憲法上の具体的権利になるものではなく、その権利の性質は、あくまで  
法律上、条例上の請求権である」。   
「よって、原告らが収支報告書等について従前有していた情報公開請  
求権の内容が、改正法の規定により、公開時期の点で後退したことは原  
告らの主張するとおりであるが、これをもって改正法の規定が、原告ら  
の憲法上の『知る権利』を侵害する規定であると解することばできない。」  
また、「情報公開法の制定によって原告らが憲法上具体的権利としての  
『知る権利』を取得するものではないから」、本件改正が立法裁量を逸脱  
濫用したものとは言えない。  
コメント   
結論には賛成するが、論理構成に問題があると考える。  
（1）法律による具体化が必要な権利   
「憲法上の権利」と一口に言っても、直ちに裁判所による救済の対象  
になるとは限らない。本判決も、知る権利の「能動的権利としての側面」  
である情報公開請求権を、憲法上の権利であるが法律による具体化が必  
要な権利、として捉えている棚。  
（4）積極的情報収集権としての知る権利を憲法上の権利として認めながらも、そ   
れは抽象的な性格を有するにとどまり、「直ちに一般的に、司法的強制可能な   
権利とみることは困難」とする理解は、学説においても一般的である。佐藤幸   
治『憲法〔第3版〕』（青林書院、1995）516頁。その他、野中俊彦ほか『憲法  
Ⅰ〔第4版〕』（有斐閣、2006）338頁、長谷部恭男『憲法〔第4版〕』（新世社、   
2008）218頁など。  
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（2）裁判所は何ができるか   
それでは、法律による具体化が必要な憲法上の権利について、裁判所  
は何ができるのだろうか。第1に考えられるのは、裁判所はほとんど何  
もできない（あるいは、すべきでない）とする立場である。例として、  
堀木訴訟最高裁判決15）が挙げられるが、この例に倣うと、当該抽象的権  
利を具体的にいかに実現するかについては立法府の広い裁量に委ねられ  
ているとして、著しく合理性を欠くような場合以外は審査判断を行わな  
いということになる。   
第2に、立法裁量の限界について、第1の立場よりは積極的に審査し  
ようとする立場が考えられる。例として、郵便法違憲訴訟最高裁判決（6）  
が挙げられる。この例に倣うと、権利の具体的実現方法の選択肢は基本  
的には立法府の政策的判断に委ねられるが、限界はあるとして、立法目  
的の正当性、目的達成手段の合理性、必要性などについて審査を行うこ  
とになる（7）。また、同じ知る権利が問題となった事例として、鴨川ダム  
サイト候補地図面公開請求に関する京都地裁判決（8）が挙げられる。ここ  
では、「知る権利、情報アクセス権は抽象的権利に過ぎない」としなが  
らも、公開制限規定は「知る権利の具体化という制度の趣旨が損なわれ  
ないように」、合理性や必要性を満たす必要があると述べられている。  
（3）抽象的権利は侵害される可能性がないのか   
抽象的権利にとどまるからといって、侵害の可能性がないとは限らな  
い。先に見た判例では、その合憲性審査基準が厳格か緩やかかの違いは  
あるが、いずれも具体的権利ではなくとも裁判所による審査の可能性が  
（5）最大判昭和57年7月7日民集36巻7号1235頁。  
（6）最大判平成14年9月11日民集56巻7号1439頁。  
（7）憲法の条文のみを根拠として具体的権利性を肯定する見解もあり得るが、本   
稿では扱わない。  
（8）京都地判平成3年3月27日判夕775号85頁。  
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あるとの立場を前提としている。すなわち、問題とされた憲法上の権利  
が抽象的権利であるとしても、その具体化立法が著しく不合理かどうか、  
あるいは具体化立法の目的の正当性、削勺達成手段の必要性、合理性が  
存在するかどうかといった審査は可能である（最低でも、「著しく不合  
理か否か」の審査は行われる）との立場を、先の諸判例は採っているの  
である。  
（4）本判決の手法   
しかし、本判決では、上のどの立場とも異なる手法が用いられている。  
本判決では、「原告らの有している具体的な公開請求権は、あくまで法  
律上の権利であり、憲法上の具体的権利でない」ことから、直接に、  
「原告らの憲法上の知る権利は侵害されていない」、との結論が導かれて  
いる。   
この論法では、法律によって具体化されていない段階の憲法上の権利  
には侵害の可能性がないことにならないだろうか。繰り返すが、一般的、  
抽象的権利ないし法律による具体化が必要な権利であっても、侵害の可  
能性はある。少なくとも、先に挙げた裁判例はそのような立場を採って  
いる（91。   
B事件：消極的情報収集権としての知る権利   
事実   
原告は、平成17年1月7日、傷害の公訴事実で起訴され、同年1月13  
日、大阪拘置所に収容された。この拘禁は、同年6月14日まで続いた。  
（9）本件では、具体化された情報公開請求権が法律の改正によって内容に変更が   
生じたことが問題とされている。しかし、以上のような本判決の立場からすれ   
ば、法改正による具体的権利の内容の変更は、そもそも憲法違反の問題とほな   
らない。しかし、繰り返すが、法律・条例による具体化が必要な権利にとどま   
るからといって、具体化立法の違憲性が問題とならないわけではない。  
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原告は、収容された日に、大阪拘置所職員に対し、自費で朝日新聞の定  
期購読をしたい旨申し入れたが、許可されなかった。   
大阪拘置所長が朝日新聞の定期購読を不許可とした理由は、次の通り  
である。すなわち、監獄法31条1項、2項、監獄法施行規則¢0）86条1項、  
2項に則って定められた規定、通達、紬即∬に基づき、在監者が購読で  
きる通常紙（専ら政治、経済、社会、文化などに関する公共的な事項を  
総合的に報道することを目的とする市販の日刊新聞紙）は、拘置所長が  
選定した2紙のうち1紙に限られる。そして、当時大阪拘置所長が選定  
していた通常紙は、読売新聞と産経新聞であった。なお、大阪拘置所長  
が読売新聞と産経新聞を選定したのは、被収容者全員を対象として行わ  
れた閲読傾向調査をしたところ、1位が読売新聞、2位が産経新聞とい  
う結果になったことによる¢㌔）   
原告は、収容されていた間、原告の希望する新聞の定期購読が許可さ  
れなかったのは、憲法13条、19条、21条、23条や、自由権規約19条等に  
違反するなどと主張し、国を被告として、国家賠償を請求した。  
判決   
大阪地方裁判所第2民事部（西川知一郎裁判長裁判官、岡田華人裁判  
官、森田亮裁判官）は、次のように述べて、原告の訴えを棄却した。  
（1）新聞紙閲読の自由と制約   
新聞紙の閲読の自由を憲法上保障することは、憲法19条、21条の趣旨、  
（10）監獄法は平成17年法律第50号、監獄法施行規則は平成18年法務省令第58号に   
よる改正前のもの。  
（川 昭和41年矯正甲第1307号法務大臣訓令「収容者に閲読させる図書、新聞紙等   
取扱規程」、昭和41年矯正甲第1330号矯正局長依命通達「収容者に閲読させる   
図書、新聞紙等取扱規程の運用について（依命通達）」、平成11年大阪拘置所長   
達示第73号「被収容者に閲読させる図書新聞紙等取扱細則」。  
（12）判決では、平成16年3月2日、平成17年3月1日に行われた閲読調査の結果   
が示されている。  
91   
法政論叢 【 第41・42合併号（2008）   
目的から導かれ、また、憲法13条の規定の趣旨にも沿う。しかしながら、  
このような新聞紙閲読の自由も、その制限が絶対に許されないわけでは  
ない。逃亡・罪証隠滅の防止、監獄内の規律・秩序の維持のために必要  
かつ合理的な範囲内で、新聞閲読の自由を制限することも許される。そ  
して、制限が許されるか否かは、制限の必要性と制限される自由の内容  
や制限の態様・程度を衡量して決められる。  
（2）閲読制限をなくした場合に起こりうる障害（制限の必要性）  
「購読することができる通常紙の紙種に対する制限をなくした場合、紙  
種及び購入部数の増加に伴って、当該紙種が2紙に限定されている現状  
に比して、在監者の通常紙の購読に係る内容審査その他の事務に多大の  
時間と労力を要することになるものと認められ、所与の人的、物的制約  
の下において被拘禁者の新聞紙閲読の自由の保障の趣旨を没却すること  
なくその購読に係る事務を処理するとすれば、監獄におけるそれ以外の  
事務に充てられる時間と労力が著しく限定され、その結果、これらの事  
務の適切な処理に重大な支障を来し、ひいては監獄内の規律及び秩序の  
維持に放置することができない程度の障害が生ずる相当の蓋然性がある  
と認めざるを得ない。」  
（3）被拘禁者が受ける不利益   
本件制限により「披拘禁者が受ける不利益は、その者が任意に選択す  
る通常紙を通じてそこに含まれる情報を即時に摂取することができない  
というものであるところ、当該選択にその者の思想、信条ないし政治的  
意見が多少とも反映されているとしても、少なくとも一般に重要と考え  
られる公共の利害に関する事実の報道（それこそが通常紙の主な目的で  
ある）に係る情報については、購読の対象とされた通常紙を購読するこ  
とによってこれを即時に摂取することが相当程度可能であると考えられ  
る上、制限の対象とされた通常紙についても差入れ等の方法によりこれ  
を閲読するみちが制度上認められているのであるから、被拘禁者の通常  
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紙の閲読の自由に対して加えられる制限の態様並びに制限される自由の  
内容簸び性質にかんがみても、上記閲読の自由に対する制限の程度はさ  
ほど重大であるということはできない。」  
（4）結論   
「そうであるとすれば、特段の事情がない限り、監獄の長が本件規程  
16条1項に基づいて未決拘禁者が購読することができる通常紙の紙種を  
2紙に制限することは、上記のような障害を防止するために必要かつ合  
理的な範囲内の措置として、監獄法施行規則86条2項により監獄の長に  
付与された裁量権の範囲を超え又はこれを濫用したものということはで  
きない。」  
コメント   
結論に賛成できないし、理由付けも不十分であると考える。  
（1）審査基準   
本判決は、禁煙処分事件最高裁判決及びよど号ハイジャック記事抹消  
事件最高裁判決の枠組みを踏襲する拍。その上で、本件制限による原告  
の不利益と、制限しなかった場合に起こりうる不利益を比較し、後者の  
方が大きいから合意という結論を導き出している。  
（2）資源の不足は自由制約の根拠となりうるか   
憲法の保障が及ばない特別権力関係の存在を否定するならば、被収容  
者は原則として自由であり、制約は例外である。そして、例外的である  
（13）最大判昭和45年9月16日民集24巻10号1410頁、最大判昭和58年6月22日民集   
37巻5号793頁。  
よど号ハイジャック記事抹消事件最高裁判決で示された基準を採用しながら、   
未決拘禁者に対して図書の一部を抹消して閲読させたことを違法と判断した例   
として、東京地判昭和59年12月3日行集35巻12号2007頁、東京高判昭和63年6   
月2日行集39巻5・6号464頁（東京地裁昭和59年判決の控訴審）、東京地判昭   
和62年6月17日判時1253号64頁。また、阪本昌成『憲法理論Ⅱ』（成文堂、  
1993）212－213頁参照。  
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はずの諸自由の制約には、それぞれに正当な理由がなければならない。  
判決は、差し入れによっても希望する新聞の情報を摂取する機会がある  
ことを、制約が許容される根拠の1つとして挙げている。しかし、本来  
的には新聞販売店との契約を行うことで希望する新聞の購読はできるの  
であるから、その自由がなぜ制約されるのかの理由が示される必要があ  
る。   
判決は、購読制限をなくすと仕事が増えて他の仕事が立ち行かなくな  
ることを、原告の自由制約の理由として認めた。原告は、事務処理上の  
都合を理由として表現の自由を制約することは許されないと主張したが、  
その主張は斥けられている。   
しかし、物的、人的資源の限界は、常に権利自由の制約根拠たりうる  
わけではない。例えば、奴隷的な労働形態が横行しているときに、労働  
基準監督署や裁判所の資源の限界を理由として事態を放置することは許  
されないだろう。資源に限界があるとしても、奴隷的拘束からの自由  
（憲法18条）は守られなければならない。だとすれば、資源の限界が権  
利自由の正当な制約根拠として認められるのは、当該権利自由の重要性  
が相対的に低いものとして評価される場合だということになる。  
（3）権利の性質か、権利の主体か   
被疑者・被告人や受刑者ではない一般市民に対して、本件で問題とさ  
れた新聞紙の閲読制限をした場合、憲法上の知る権利を侵害し違憲と判  
断されるだろう。だとすれば、本件原告の自由の制約が認められるのは、  
問題となっているのが（消極的）知る権利だからではなく、原告が被収  
容者だからだということになる。被収容者だから、原告の有する権利自  
由は重要性が低いものとして評価される。そのような思考が、本判決に  
はあるように思われる。  
（4）権利自由の保障は仕事に含まれないのか   
先はどの奴隷の例に対し、労働基準監督署等が資源の限界を理由とし  
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て事態を放置することが許されないのは、奴隷的労働の排除が労働基準  
監督署等の本業だからである、との反論があるかもしれない。これに対  
し、拘置所の仕事の中心は、逃亡、罪証隠滅の防止や拘置所内の規律、  
秩序の維持である、と。ただ、このような反論は、有罪判決を受けてい  
ない被収容者の権利自由を可能な限り保障することは拘置所の中心的な  
仕事ではない、という前提を採ることで成立する。   
つまり、被収容者には資源の限界が制約の根拠となるような弱い権利  
しか認められておらず、また、被収容者の権利自由を保障することは拘  
置所の本業ではないというような理解を、本判決は採用しているのでは  
ないか。もし、未決拘禁者は原則自由で、制約は例外という前提に立て  
ば、このような理解に対して疑問が生じる。有罪判決を受けていない人  
の権利自由が、なぜこんなに弱いのか、と㈹。   
しかし、もし、制約が原則で、自由が例外との前提に立てば、先の指  
摘は足場の1つを失う。特別権力関係論という言葉は消えたが、現実に  
はしっかりと残っているし、それを改める必要はない。もし、そのよう  
な前提に立てば、本判決は至極まっとうな論理を展開していることにな  
る。以上のように考えれば、本判決の背後には、相変わらずの特別権力  
関係論的な思考が存在すると考えることができるようにも思われる。  
（5）業務の合理性、効率性   
最後に、拘置所内の仕事の合理性、効率性について述べておきたい。  
㈹ 朝日新聞を読んだ被収容者が規律違反行為を行うというような、具体的な危   
険があったわけでもない。例えば、先に挙げた東京地裁昭和59年判決の事案は、   
激しい対監獄闘争を実際に行っていた被収容者に対して、海外の囚人組合の運   
動等の内容を紹介する図書・新聞を読ませないことが問題となった事例であっ   
た。ここでは、規律違反行為が行われる具体的危険を理由として、複数の図書   
の閲読制限が違憲ではないと判断された（違憲と判断された処分もある）。し   
かし、本件では、そのような危険の存在は指摘されておらず、障害は専ら職員   
の事務の増大によって引き起こされるものとされている。  
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限られた物的、人的資源の中でも、合理化、効率化を行うことで、より  
多くの仕事がこなせるようになるはずだという主張を、原告は行ってい  
ないし、判決も触れていない。業務の合理化は民間企業では当たり前に  
試みられていることだが、少なくとも本判決にそのような視点はない。  
原告は、拘置所内の事務処理に関する改善提案をしてみても良かったか  
もしれない。「こういうプランで、事務処理の合理化、効率化を行えば、  
組織としての事務処理能力は向上し、被告の言うような障害は起こらな  
いから、制限は撤廃できる。しかし、拘置所長はそのような改善努力も  
せずに、仕事が増えることを理由として、被拘禁者の自由を制約してい  
る。これは不当だ」、と。   
また、物的、人的資源に限界があるというなら、そもそも、新聞紙の  
内容審査そのものを止めてしまえばよいとも考えられる。そうすれば、  
内容審査の仕事が増えて大変になる可能性など、最初からなくなる。本  
件原告も、通常紙の記事は内容審査の対象とすべきではないから、未決  
拘禁者が購読し得る紙種が増えても内容審査に関わる事務量は増加しな  
い、と主張している。しかし、本判決は、規制の必要性等の判断は監獄  
の長の裁量にゆだねられているとして、審査を行っていない。   
まとめ  
A判決は、知る権利を憲法上の権利と認めながら、能動的側面として  
の知る権利は一般的抽象的権利にとどまるから、法改正によって原告ら  
の情報公開請求権に変更が加えられても、違憲の問題とはならないとす  
る。積極的情報収集権としての憲法上の知る権利には、裁判所に合憲性  
審査を行わせる力すらないものとして扱われているのである。   
ただ、少なくとも、積極的情報収集権としての知る権利が憲法上の権  
利であるということは、確認されている。この権利自体、まだ生まれて  
間もない。積極的「知る権利」は憲法上の権利であるという宣言が色々  
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な場所で繰り返されることが、次の段階への一歩なのかもしれない摘。   
B判決では、新聞閲読の自由を憲法上の自由と認めながらも、未決拘  
禁者という立場にある人の自由については、事務処理上の困難を理由と  
して制約を認めている。   
原告は、差し入れによって希望する新聞を読む自由まで奪われたわけ  
ではない。しかし、有罪判決を受けていない被収容者は基本的には自由  
だと考えれば、新聞販売店との契約をするだけで自由に自分の望む新聞  
を読むことが出来るはずである。業務の効率化、合理化の可能性の検討  
もせずに、仕事が大変になるからという理由で制約を認めるのは、自由  
の制約の正当化としては、不足があるように思われる。  
（15）裁判所は、急激な社会的、政治的変革を必要とするような判決を出すべきで   
はなく、問題を徐々に進めるよう配慮すべきだとの見解もある。Cass R．   
Sunstein，LegalReasoningandPoliticalConflict（0ⅩfordUniv．Press，1996）．   
（2008年2月27日脱稿）  
〔付記①〕本稿は、2008年2月16日に東北大学で開催された公法判例研究会にお  
ける報告に、加筆、修正を施したものである。  
〔付記②〕本稿脱稿後、各判決はそれぞれ以下の雑誌に掲載されている。  
A 判例タイムズ1261号191頁  
B 判例時報1993号53頁  
また、A判決の評釈として、渡辺諭・民事研修608号92頁（2007）。B判決  
の評釈として、榎透・法学セミナー639号110頁（2008）。  
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